
変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.38
第２編
第１章
第１節
３の後

県における組
織・体制の整
備

４　医療提供体制の確保
県は、武力攻撃事態等において、保健医療福祉活動に従事する
者の派遣調整、保健医療福祉活動に関する情報の連携、整理及
び分析等の保健医療福祉活動の総合調整を遅滞なく行うための
体制の整備に努める。

（新設） 基本指針の変更内容を
反映

P.62
第２編
第１章
第６節

２

訓練

(3) 訓練に当たっての留意事項
⑦　県は、国民保護措置についての訓練や研修会等を実施する際
は、指定公共機関及び指定地方公共機関に対して参加の呼びか
け等を行うよう努める。

(3) 訓練に当たっての留意事項
（新設）

基本指針の変更内容を
反映

P.63
第２編
第２章

１

基礎的資料
の準備

【救援に関する措置に必要な資料】
・収容施設（避難所（長期避難住宅及び宿泊施設を含む。）及び応
急仮設住宅）として活用できる土地、建物等のリスト
（※特に、長期避難住宅及び応急仮設住宅として活用できる賃貸
住宅等）
・避難生活において配慮を必要とする高齢者、障害者、乳幼児等
を収容する福祉避難所として活用できる社会福祉施設、宿泊施設
等のリスト

【救援に関する措置に必要な資料】
・収容施設（避難所及び応急仮設住宅）として活用できる土地、建
物等のリスト

基本指針の変更内容を
反映

P.65
第２編
第２章

４

避難施設の
指定

４　避難施設の指定（法148、149、184）
(1) 避難施設の指定の考え方
知事は、避難施設の確保に係る基本的な方針及び区域の人口、
都市化の状況、防災のための避難場所の指定状況等地域の実状
を踏まえ、市町と連携しつつ、避難施設の指定を行う。

４　避難施設の指定（法148、149、184）
(1) 避難施設の指定の考え方
知事は、区域の人口、都市化の状況、防災のための避難場所の
指定状況等地域の実状を踏まえ、市町と連携しつつ、避難施設の
指定を行う。

基本指針の変更内容を
反映
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.112
第３編
第５章
第１節

３

避難の指示
の際の調整

(2) 運送手段及び避難経路の確保
②　避難経路の選定
県は、あらかじめ定めた避難候補路の中から、対策本部長により
港湾施設、飛行場施設及び道路の利用指針（武力攻撃事態等に
おける特定公共施設等の利用に関する法律第６条第１項、第10条
第１項及び第12条第１項の利用指針をいう。以下同じ。）等が定め
られたときはその利用指針、武力攻撃事態等の態様や道路の被
災状況及び利用状況、運送手段の状況等を勘案して、避難経路を
選定する。
③　県警察との調整　（略）
④　国対策本部長による利用指針の調整
ア　知事は、住民の避難等において、港湾施設、飛行場施設及び
道路等の利用のニーズが自衛隊や米軍の行動と競合する場合に
は、国対策本部長による利用指針の策定に係る調整が開始され
るよう、消防庁を通じて国対策本部に早急に現場の状況等を連絡
する。

イ　知事は、国対策本部長が利用指針を策定する場合の国対策
本部長による意見聴取や国対策本部長からの情報提供の求めに
適切に対応できるよう、避難の現状、施設の利用の必要性や緊急
性等について、県の意見や関連する情報をまとめる。

(2) 運送手段及び避難経路の確保
②　避難経路の選定
県は、あらかじめ定めた避難候補路の中から、武力攻撃事態等の
態様や道路の被災状況及び利用状況、運送手段の状況等を勘案
して、避難経路を選定する。

③　県警察との調整　（略）
④　国対策本部長による利用指針の調整
ア　知事は、住民の避難等において、道路、港湾施設、飛行場施
設等の利用のニーズが自衛隊や米軍の行動と競合する場合に
は、国対策本部長による道路の利用指針（武力攻撃事態等におけ
る特定公共施設等の利用に関する法律第12条第１項の道路の利
用指針をいう。以下同じ。）等の策定に係る調整が開始されるよ
う、消防庁を通じて国対策本部に早急に現場の状況等を連絡す
る。
イ　知事は、国対策本部長が道路の利用指針等を策定する場合
の国対策本部長による意見聴取や国対策本部長からの情報提供
の求めに適切に対応できるよう、避難の現状、施設の利用の必要
性や緊急性等について、県の意見や関連する情報をまとめる。

基本指針の変更内容を
反映

P.126
第３編
第６章
第１節

１

救援の実施

①　収容施設の供与
②　炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給
③　被服、寝具その他生活必需品等の給与又は貸与
④　医療の提供及び助産
⑤　被災者の捜索及び救出
⑥　埋葬及び火葬
⑦　電話その他の通信設備の提供
⑧　福祉サービスの提供
⑨　武力攻撃災害を受けた住宅の応急修理
⑩　学用品の給与
⑪　死体の捜索及び処理
⑫　障害物の除去

①　収容施設の供与
②　炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給
③　被服、寝具その他生活必需品等の給与又は貸与
④　医療の提供及び助産
⑤　被災者の捜索及び救出
⑥　埋葬及び火葬
⑦　電話その他の通信設備の提供
⑧　武力攻撃災害を受けた住宅の応急修理
⑨　学用品の給与
⑩　死体の捜索及び処理
⑪　障害物の除去

基本指針の変更内容を
反映
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.127
第３編
第６章
第１節

３

関係機関との
連携

(4) 事業者との連携
県は、救援を実施する際、災害時応援協定等も参考にして、事業
者と連携を図るものとする。
(5) 日本赤十字社との連携（法77Ⅲ）
　（略）
(6) 緊急物資の運送（法79）
　（略）

（新設）

(4) 日本赤十字社との連携（法77Ⅲ）
　（略）
(5) 緊急物資の運送（法79）
　（略）

基本指針の変更内容を
反映

P.132
第３編
第６章
第３節

１

収容施設の
供与

(1) 避難所
①　避難所の開設
ア　原則として、学校や公民館等公的施設、社会福祉施設、国が
管理する施設、移動可能な施設、車両等を利用する。

イ～エ　（略）
オ　避難所での避難生活が長期にわたり、避難住民等への健康
上の配慮等が必要な場合には、ホテルや旅館などの宿泊施設の
借上げを検討するものとする。

(1) 避難所
①　避難所の開設
ア　原則として、学校、公民館等既存の建物を利用するが、これら
適当な建物を利用することが困難な場合は、野外に仮小屋を設置
し、又は天幕の設営により実施する。
イ～エ　（略）
（新設）

基本指針の変更内容を
反映

P.133
第３編
第６章
第３節

１

収容施設の
供与

（削除） ③　福祉避難所
ア　市町は、身体等の状況が特別養護老人ホーム又は老人短期
入所施設等へ入所するに至らない程度の者であって、避難所での
生活において特別な配慮を要する者を収容するため、必要に応じ
て、福祉避難所を設置するものとする。
イ　福祉避難所は、老人福祉センター、防災拠点型地域交流ス
ペースを有する施設等を利用して設置するが、これらの施設等が
不足する場合は、公的な宿泊施設又は旅館等を利用するものとす
る。

基本指針の変更内容を
反映（新設する「８ 福祉
サービスの提供」で記載）

P.142
第３編
第６章
第３節

４

医療の提供
及び助産

(11) ＮＢＣ攻撃の際に特に留意すべき事項
①　核攻撃等又は武力攻撃原子力災害の場合の医療活動
ア　（略）
イ　内閣総理大臣から派遣された、量子科学技術研究開発機構、
国立病院機構、国立健康危機管理研究機構、国立高度専門医療
研究センター、国立大学病院等の医療関係者等からなる被ばく医
療に係る医療チームは、（略）

(11) ＮＢＣ攻撃の際に特に留意すべき事項
①　核攻撃等又は武力攻撃原子力災害の場合の医療活動
ア　（略）
イ　内閣総理大臣から派遣された、量子科学技術研究開発機構、
国立病院機構、国立高度専門医療研究センター、国立大学病院
等の医療関係者等からなる被ばく医療に係る医療チームは、（略）

基本指針の変更内容を
反映（指定公共機関の追
加）
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.142
第３編
第６章
第３節

４

医療の提供
及び助産

(11) ＮＢＣ攻撃の際に特に留意すべき事項
②　生物剤による攻撃の場合の医療活動
ア　（略）
イ　国〔厚生労働省、文部科学省〕は、使用された病原体等の特性
に応じた診断及び治療方法の情報提供、診断及び治療に関する
技術的助言を行う専門家の派遣、医薬品等の供給その他の必要
な措置に関して、医療関係者及び地方公共団体への的確な支援
を行うものとされており、県は、国からの協力要請に応じて、救護
班を編成し、医療活動を行うよう努める。

(11) ＮＢＣ攻撃の際に特に留意すべき事項
②　生物剤による攻撃の場合の医療活動
ア　（略）
イ　国〔厚生労働省、文部科学省〕は、病原体等の特性に応じた診
断及び治療方法の情報提供、技術的助言を行う専門家の派遣、
医薬品等の供給その他の必要な措置に関して、医療機関及び地
方公共団体への的確な支援を行うものとされており、県は、国から
の協力要請に応じて、救護班を編成し、医療活動を行うよう努め
る。

基本指針の記載に合わ
せた修正

P.144
第３編
第６章
第３節

７

電話その他の
通信設備の
提供

県及び市町は、電気通信事業者である指定公共機関の協力を得
て、また必要に応じて国に支援を要請し、避難等により、家族等と
連絡を取ることや必要な情報の入手が困難となった避難住民等に
対して、避難所に電話その他の通信設備を設置することにより、避
難住民等が無用の不安や混乱に陥ることを防ぐものとする。

知事及び市町長は、電気通信事業者である指定公共機関の協力
を得て、避難等により、家族等と連絡を取ることや必要な情報の入
手が困難となった避難住民等に対して、避難所に電話その他の通
信設備を設置することにより、避難住民等が無用の不安や混乱に
陥ることを防ぐものとする。

基本指針の変更内容を
反映
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.144
第３編
第６章
第３節
７の後

救援の実施
方法

８　福祉サービスの提供
県及び市町は、関係業界団体の協力を得て、また必要に応じて国
に支援を要請し、避難住民等のうち避難生活において配慮を必要
とする高齢者、障害者、乳幼児その他の者（要配慮者）に対して福
祉サービスを提供する。
①　要配慮者に関する情報の把握
市町は、避難所の巡回や避難所への窓口設置により、要配慮者
の把握や福祉ニーズの確認を行うものとする。
②　要配慮者からの相談対応
市町は、窓口等において要配慮者からの相談に対応するものとす
る。
③　要配慮者に対する避難生活上の支援
県及び市町は、要配慮者の福祉ニーズに応じて、避難所で日常生
活を送るために必要な支援を行うものとする。
④　福祉避難所の設置
ア　市町は、身体等の状況が特別養護老人ホーム又は老人短期
入所施設等へ入所するに至らない程度の者であって、避難所での
生活において特別な配慮を要する者を収容するため、必要に応じ
て、福祉避難所を設置するものとする。
イ　福祉避難所は、老人福祉センター、防災拠点型地域交流ス
ペースを有する施設等を利用して設置するが、これらの施設等が
不足する場合や避難が長期にわたる場合には、ホテルや旅館な
どの宿泊施設を利用するものとする。

（新設） 基本指針の変更内容を
反映

P.144
第３編
第６章
第３節

８

武力攻撃災
害を受けた住
宅の応急修
理

９　武力攻撃災害を受けた住宅の応急修理
①（略）
②（略）
③　県は、建築資機材の調達が困難なときは、国に対し資機材の
調達について支援を求めるものとする。

８　武力攻撃災害を受けた住宅の応急修理
①（略）
②（略）
（新設）

基本指針の変更内容を
反映

P.145
第３編
第６章
第３節
９～11

学用品の給
与
死体の捜索
及び処理
障害物の除
去

10　学用品の給与
(1) 学用品の品目　（略）
(2) 学用品給与の方法
①　県及び市町は、その所管する学校及び教育委員会の協力を
受け、また必要に応じて国に支援を要請し、学用品の調達、配分
を行うものとする。
②　（略）
11　死体の捜索及び処理
12　障害物の除去

９　学用品の給与
(1) 学用品の品目　（略）
(2) 学用品給与の方法
①　県及び市町は、その所管する学校及び教育委員会の協力を
受け、学用品の調達、配分を行うものとする。
②　（略）

10　死体の捜索及び処理
11　障害物の除去

基本指針の変更内容を
反映
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.35
第２編
第１章
第１節

１

初動体制の
整備

(2) 24時間監視・即応体制の確立
県は、武力攻撃等が発生した場合において、事態の推移に応じて
速やかに対応する必要があるため、職員による当直体制を実施
し、24時間即応可能な体制を確保する。
防災監は、当直職員を指揮する防災責任者を指定することとす
る。
また、緊急事態の発生に備え、指定要員及び業務要員（災害待機
宿舎に入居する要員）による待機体制を実施する。
　※表は別表のとおり（番号12）

(2) 24時間監視・即応体制の確立
県は、武力攻撃等が発生した場合において、事態の推移に応じて
速やかに対応する必要があるため、職員による当直体制を実施
し、24時間即応可能な体制を確保する。

また、緊急事態の発生に備え、指定要員及び業務要員による待機
体制を実施する。
　※表は別表のとおり（番号12）

地域防災計画に合わせ
た修正

P.53
第２編
第１章
第４節

１

非常通信体
制の整備

【市町防災行政無線等の整備状況】（令和５年４月１日現在）
Ａ　同報系情報伝達手段
市町防災行政無線（同報系）は、市町が地域住民に一斉放送（同
報）するための無線である。市町は、公園や学校等に設置された
スピーカー（屋外拡声子局）や各世帯に設置された戸別受信機を
活用し、地域住民に情報を迅速かつ確実に一斉伝達している。な
お、武力攻撃災害時における住民への情達手段については、市町
防災行政無線（同報系）のほか、ＭＣＡ陸上移動通信や簡易無線、
ＣＡＴＶ、有線放送、オフトーク通信、コミュニティＦＭ放送、ひょうご
防災ネットを含めると全市町において何らかの同報系情報伝達手
段を保有している。
Ｂ　移動系情報伝達手段
市町防災行政無線（移動系）は、市町庁舎、市町の車両、市町内
の防災関係部署（支所、学校、公民館等）、自主防災組織等の連
絡用の無線である。武力攻撃災害時における市町の対策本部に
おいては、被害情報の把握や防災関係部署等からの情報収集・伝
達、広報車との連絡等に利用される。なお、衛星携帯電話や簡易
無線等で代替している市町もある。
　※表は別表のとおり（番号16）

【市町防災行政無線の整備率】（平成29年４月１日現在）
Ａ：武力攻撃災害時において迅速かつ的確な被害状況の把握を行
うために必要な防災行政無線設備その他の施設又は設備
　（例）防災行政無線（移動系）、地域防災無線等
Ｂ：武力攻撃事態等において住民に対する警報の伝達等を行うた
めに必要な防災行政無線設備その他の施設又は設備
　（例）防災行政無線（同報系）、ＣＡＴＶ、
　　　　コミュニティＦＭ等
　※表は別表のとおり（番号16）

地域防災計画に合わせ
た修正
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.69
第２編
第２章

５

医療体制の
整備

③　災害救急医療システムの充実
県及び市町等は、各災害医療圏域における災害救急医療体制の
充実・強化を図るとともに、災害医療圏域ごとに、医療機関相互の
応援体制や発災直後の医療対応の具体的手順、救護所予定場所
の設定や医薬品及び飲料水等の備蓄及び市町単位の拠点医療
機関から災害拠点病院への患者搬送の流れ等の災害救急医療マ
ニュアルを定め、特に初動期に迅速に対応できる体制を整備する
ものとする。
【災害救急医療システム概念図】
　※別表のとおり（番号19）

③　災害救急医療システムの充実
県及び市町等は、各二次保健医療圏域における災害救急医療体
制の充実・強化を図るとともに、二次保健医療圏域ごとに、医療機
関相互の応援体制や発災直後の医療対応の具体的手順、救護所
予定場所の設定や医薬品及び飲料水等の備蓄及び市町単位の
拠点医療機関から災害拠点病院への患者搬送の流れ等の災害
救急医療マニュアルを定め、特に初動期に迅速に対応できる体制
を整備するものとする。
【災害救急医療システム概念図】
　※別表のとおり（番号19）

地域防災計画に合わせ
た修正

P.77
第２編
第４章
１(1)

防災のための
備蓄との相互
補完

【地域防災計画に定めている備蓄体制等】
１　食料
(1) 備蓄、調達
①　食料給与対象者
 ア　避難所等に収容されている被災者
 イ　住家が被害を受け、炊事ができない者
 ウ　病院、ホテル等の滞在者及び縁故先への一時避難者
 エ　救助、救護、災害防止、災害復旧等の従事者
②　目標数量
県、市町、県民は、各々次表の区分に従って備蓄をするよう努める
ものとする。
　※表は別表のとおり（番号21）
③　品目
品目としては、一般に次のものが考えられる。なお、実施にあた
り、高齢者、妊産婦、乳幼児、食事制限のある者等のニーズにも
配慮することとする。
 ア　炊き出し用米穀、弁当、おにぎり、パン、育児用調整粉乳等の
主食
 イ　即席めん、ハム・ソーセージ類、調理缶詰、漬物、味噌、醤油、
緑茶等の副食・飲料水
 ウ　粥、ベビーフード、ミキサー加工食品、とろみ調整剤、アレルゲ
ン除去食品等の食事制限や食形態等に配慮した特別な食品
なお、現物備蓄又は流通在庫備蓄以外に、弁当、パン等の流通食
品の調達にも十分配慮することとする。

【地域防災計画に定めている備蓄体制等】
１　食料

(1) 食料給与対象者
 ①　避難所等に収容されている被災者
 ②　住家が被害を受け、炊事ができない者
 ③　病院、ホテル等の滞在者及び縁故先への一時避難者
 ④　救助、救護、災害防止、災害復旧等の従事者
(2) 目標数量
県及び市町、県民は、各々次表の区分に従って備蓄をするよう努
めるものとする。
　※表は別表のとおり（番号21）
(3) 品目
品目としては、一般に次のものが考えられる。なお、実施にあた
り、高齢者や乳幼児のニーズにも配慮する。

 ①　炊き出し用米穀、にぎり、パン、育児用調整粉乳等の主食

 ②　即席めん、ハム・ソーセージ類、調理缶詰、漬物、味噌、醤油
等の副食
 （新設）

なお、現物備蓄又は流通在庫備蓄以外に、弁当、パン等の流通食
品の調達にも十分配慮する。

地域防災計画に合わせ
た修正
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.77
第２編
第４章
１(1)

防災のための
備蓄との相互
補完

④　方法
 ア　市町は、（略）を備蓄することとする。なおコミュニティ域又は
（略）努めることとする。
 イ　県は、（略）により対応することとする。なおこの方法を実効あ
るものにするため、（略）を行うこととする。
　　（略）
　(ｱ) 米穀　………　（略）
農林水産省農産局農産政策部貿易業務課への要請（県知事と農
林水産省農産局長が米穀の売買契約を締結。その後、政府所有
米穀の販売等業務を委託している受託事業体からの引渡し）
　(ｲ) おにぎり　…　（略）
　(ｳ) 弁当　………　弁当給食事業者との協定に基づく供給のあっ
せん
　(ｴ) パン、育児用調整粉乳　…（略）
　(ｵ) 副食　………　（略）
　(ｶ) 食料品一般…　コンビニエンスストア事業者、食料品業者と
の協定に基づく供給のあっせん

(4) 方法
 ①　市町は、（略）を備蓄するものとする。なお、コミュニティ域又は
（略）努めるものとする。
 ②　県は、（略）により対応する。なお、この方法を実効あるものに
するため、（略）を行う。
　　（略）
　ア 米穀　………　（略）
農林水産省政策総括官への要請（県知事と農林水産省政策統括
官が米穀の売買契約を締結。その後、政府米の販売業務を委託し
ている受託事業体からの供出）
　イ おにぎり　…　（略）
　（新設）

　ウ パン、育児用調整粉乳　…（略）
　エ 副食　………　（略）
　オ 食料品一般　コンビニエンスストア事業者、食品業者との協定
に基づく供給のあっせん

地域防災計画に合わせ
た修正

P.78
第２編
第４章
１(1)

防災のための
備蓄との相互
補完

(2) 搬送等
①　県は、搬送にあたっては「交通・輸送対策」の項で示す緊急輸
送路の他、海上交通、空路交通を活用できる体制構築に努める。
②　県は、輸送協定を締結している団体に対して、県警察本部（交
通規制課）及び県危機管理部（災害対策課）よりあらかじめ緊急通
行車両確認標章等の交付を受けることができることについて、周
知及び普及を図るものとする。また、災害発生時には、これらの団
体に県の指定場所までの搬送を依頼することとする。なお、これに
より難いときは、県の広域防災拠点に集積させることとする。
③　県は、広域防災拠点等から各市町の拠点等への搬送にあた
り、輸送協定を締結している兵庫県トラック協会に依頼することと
し、あらかじめ投入可能台数を把握することとする。
④　市町は、被災者へ食料を適正に配分することとする。

（新設） 地域防災計画に合わせ
た修正
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.78
第２編
第４章
１(1)

防災のための
備蓄との相互
補完

２　生活必需物資
(1) 備蓄、調達
①　生活必需物資給与対象者　（略）
②　目標数量
食料の項に準ずる。
幼児、女性、高齢者等（略）を見積もることとする。
③　品目
県があらかじめ、（略）重点的に取り組むとともに、要配慮者のきめ
細かなニーズにも配慮することとする。
　※表は別表のとおり（番号22）
④　方法
 ア　市町は、（略）備蓄を行うこととする。
 イ　県は、毛布等の備蓄目標量を算定し広域防災拠点（全県拠
点、ブロック拠点）等に備蓄することとする。
 ウ　県は、（略）毛布等については、広域防災拠点（全県拠点、ブ
ロック拠点）等に備蓄した分を充当するとともに、（略）供給を依頼
することとする。
なお、この方法を（略）把握しておくこととする。
　・県が現物備蓄している物資
　　　毛布、ブルーシート、仮設トイレ、紙おむつ
　・県が流通在庫備蓄している物資
      （略）
(2) 搬送等
食料の項に準じることとする。

２　生活必需物資

(1) 生活必需物資給与対象者　（略）
(2) 目標数量
食料の項に準ずる。
幼児、女性、高齢者等（略）を見積もるものとする。
(3) 品目
県及び近畿経済産業局があらかじめ、（略）重点的に取り組むとと
もに、高齢者、障害者等のきめ細かなニーズにも配慮する。
　※表は別表のとおり（番号22）
(4) 方法
 ①　市町は、（略）備蓄を行うものとする。
 ②　県は、毛布等の備蓄目標量を算定し広域防災拠点等に備蓄
するものとする。
 ③　県は、（略）毛布等については、県内に分散備蓄した分を充当
するとともに、（略）供給を依頼する。

なお、この方法を（略）把握しておく。
　ア　県が現物備蓄している物資
　　　　毛布、ブルーシート、仮設トイレ、仮設風呂
　イ　県が流通在庫備蓄している物資
         （略）
（新設）

地域防災計画に合わせ
た修正
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.79
第２編
第４章
１(1)

防災のための
備蓄との相互
補完

３　衛生物資
(1) 備蓄、調達
市町は、災害発生直後に避難所において感染症対策に留意した
運営を行えるよう、マスク、消毒液等の衛生物資の確保・備蓄に努
めることとする。また、備蓄品の調達にあたっては、要配慮者、女
性、子供にも配慮するものとする。
県は、災害時に被災市町の避難所運営において、不足した場合に
広域応援調整ができるよう、衛生物資等を備蓄することとする。
①　品目
あらかじめ、調達・確保することが望ましい衛生物資は次のとおり
である。
　※表は別表のとおり（番号23）
②　方法
ア　市町は、コミュニティ域又は小・中学校レベル及び市町域レベ
ルで備蓄を行うこととする。
イ　県は、広域防災拠点（全県拠点、ブロック拠点）等に備蓄するこ
ととする。
ウ　県は、市町で供給が困難な場合、若しくは県が必要と認める場
合、広域防災拠点（全県拠点、ブロック拠点）等の備蓄物資を充当
する。
(2) 搬送等
食料の項に準じることとする。

（新設） 地域防災計画に合わせ
た修正
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.79
第２編
第４章
１(1)

防災のための
備蓄との相互
補完

４　応急給水
(1) 対象　（略）
(2) 目標数量
市町（水道事業者）は、（略）整備することとする。
　給水目標水準　（略）
　　21日目以降　１人１日　100㍑～被災前の水準
(3) 供給体制の整備
①　市町（水道事業者）は、（略）整備することとする。
②　水道用水供給事業者と水道事業者は、（略）データの共有化に
努めることとする。
③　県は、（略）応援体制の整備を行うこととする。
④　県、市町（水道事業者）は、（略）その充実を図ることとする。

５　木材
(1) 災害時の緊急出荷に備えた木材需給動向の把握
①　県は、農林振興事務所及び兵庫県木材業協同組合連合会を
通じて、県内木材産業の現状及び木材の生産・需給動向を定期的
に調査し、県内木材供給可能量を把握することとする。
②　県は、林野庁木材産業課、木材利用課を通じて、全国の木材
需給動向を定期的に把握することとする。

３　応急給水
(1) 対象　（略）
(2) 目標数量
市町（水道事業者）は、（略）整備するものとする。
　給水目標水準　（略）
　　21日目以降　１人１日　100㍑～被災前の水量
(3) 供給体制の整備
①　市町（水道事業者）は、（略）整備するものとする。
②　水道用水供給事業者と水道事業者は、（略）データの共有化に
努めるものとする。
③　県は、（略）応援体制の整備を行う。
④　県及び市町（水道事業者）は、（略）その充実を図るものとす
る。

４　木材

県は、農林（水産）振興事務所及び兵庫県木材業協同組合連合会
を通じて、県内木材産業の現状及び木材の生産・流通動向を定期
的に調査し、県内木材供給可能量を把握する。また、林野庁木材
課を通じて、全国の木材流通動向を定期的に把握する。

地域防災計画に合わせ
た修正

P.79
第２編
第４章
１(1)

防災のための
備蓄との相互
補完

６　医薬品等
＜災害救急医療システムの整備＞
(1) 災害医療センター及び各災害拠点病院は、災害発生直後に必
要な救急用医薬品、衛生材料並びに救護班及び兵庫ＤＭＡＴが携
行する医療機材を備蓄することとする。

(2) 県、市町は、各医療機関にも備蓄を奨励することとする。
(3) 県、市町等は、発災後３日間程度診療機能を維持するために
必要となる医薬品等(輸液、包帯、消炎鎮痛剤、殺菌消毒剤等）の
確保に特に留意することとする。
(4) 兵庫県赤十字血液センターは、（略）血液供給体制の整備を行
うこととする。

５　医薬品等
(1) 救急用医薬品等の備蓄
災害医療センター及び各災害拠点病院は、災害発生直後に必要
な救急用医薬品、衛生材料及び救護班が携行する医療器材を備
蓄するものとする。
県及び市町等は、発災後３日間程度診療機能を維持するために
必要となる医薬品等(輸液、包帯、消炎鎮痛剤、殺菌消毒剤等）の
確保に特に留意するものとする。
(2) 備蓄の奨励
県及び市町は、各医療機関にも備蓄を奨励するものとする。
（新設）

(3) 血液供給体制の整備
兵庫県赤十字血液センターは、（略）血液供給体制の整備を行うも
のとする。

地域防災計画に合わせ
た修正
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.79
第２編
第４章
１(1)

防災のための
備蓄との相互
補完

＜医療・助産対策の実施＞
(1) 品目
　※表は別表のとおり（番号24）
(2) 調達方法
①　市町は、救護所等で使用する医薬品等を確保することとする。
また、医療機関で使用する医薬品等は、各医療機関でも備蓄して
いるが、不足が生じる場合、県（保健医療福祉調整本部及び地域
医療情報センター）と連携し、補給を行うこととする。
②　県（保健医療調整本部及び地域医療情報センター）は、市町で
供給が困難な場合、又は県が必要と認める場合に、供給あっせん
することとする。
③　県（薬務課）は、県内の医薬品卸売業者が、約１週間分の医薬
品等の在庫を有していることから、流通在庫の活用を図ることと
し、兵庫県医薬品卸業協会、兵庫県医療機器協会等との連携を強
化することとする。
④　県（薬務課）は、供給に困難が生じる場合は、他府県や厚生労
働省に協力を要請することとする。

（新設） 地域防災計画に合わせ
た修正

P.79
第２編
第４章
１(1)

防災のための
備蓄との相互
補完

(3) 搬送、供給方法
①　県は、搬送に当たっては、あらかじめ定めた緊急輸送路を活
用することとする。
②　販売業者は、市町域の集積基地まで搬送し、市町は、集積基
地の選定、仕分け・運搬人員の確保、運搬手段を確保し、救護所
等への供給を行うこととする。なお、状況により、自衛隊等に搬送
を要請するなど目的地への迅速な供給に努めることとする。
③　県は、集積基地での仕分けについて安全管理に努めるととも
に、専門知識を有する人材（災害薬事コーディネーター）による整
理分類が必要であるため、必要に応じて、薬剤師会等へ協力を要
請することとする。
④　県は、集積基地を経由しない、平時のサプライチェーンの早期
回復に務めることとする。

（新設） 地域防災計画に合わせ
た修正
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.135
第３編
第６章
第３節

２

炊き出しその
他による食品
の給与及び
飲料水の供
給

(1) 炊き出しその他による食品の給与
③　主食の供給
ア　米穀の供給
（略）　また、必要に応じ、農林水産省農産局長に政府所有米穀の
引渡を要請し、米穀の売買契約を締結し、市町に供給する。

イ　弁当・おにぎりの供給
県は、市町から要請のあった場合、又は武力攻撃事態等の状況に
より必要と認める場合は、避難住民等に弁当・おにぎりを供給する
ため、弁当給食事業者、コンビニエンスストア事業者、食料品業者
との協定に基づく供給のあっせんのほか、学校給食センター、給
食業者、その他弁当・おにぎりの製造が可能な業者による、弁当・
おにぎりの供給あっせんを行う。

(1) 炊き出しその他による食品の給与
③　主食の供給
ア　米穀の供給
（略）　また、必要に応じ、農林水産省政策統括官付貿易業務課に
対し災害救助用米穀の供給に係る要請を行い、政府米の売却を
受ける。
イ　弁当・おにぎりの供給
県は、市町から要請のあった場合、又は武力攻撃事態等の状況に
より必要と認める場合は、避難住民等に弁当・おにぎりを供給する
ため、学校給食センター、給食業者、その他弁当・おにぎりの製造
が可能な業者による、弁当・おにぎりの供給あっせんを行う。

地域防災計画に合わせ
た修正

P.135
第３編
第６章
第３節

２

炊き出しその
他による食品
の給与及び
飲料水の供
給

(1) 炊き出しその他による食品の給与
⑤　輸送
ア　（略）
イ　県は、輸送協定を締結する運送事業者に対して、県警察本部
及び県危機管理部よりあらかじめ緊急通行車両確認標章等の交
付を受けることができることについて、周知及び普及を図る。また、
武力攻撃災害発生時には、これらの運送事業者に県の指定場所
までの搬送を依頼する。なお、これにより難いときは、県の広域防
災拠点等に集積させる。

ウ　県は、広域防災拠点等から各市町の拠点等への搬送を、兵庫
県トラック協会等に依頼することとし、あらかじめ投入可能台数を
把握する。
エ　市町は、各市町の物資輸送拠点を設定し、兵庫県トラック協会
をはじめ民間物流事業者と連携して、物資輸送拠点から避難所等
まで円滑に物資を輸送できるよう、調整を行う。

(1) 炊き出しその他による食品の給与
⑤　輸送
ア　（略）
イ　県は、あらかじめ輸送協定を締結する運送事業者に対して、県
警察から「緊急通行車両確認証明書」及び「標章」の発行を効率的
に受けさせるため、運送事業者から県警察に「緊急通行車両事前
届出書」を提出させ、「緊急事前届出済証」の交付を受けさせる。
また、県は、武力攻撃災害発生時には、これらの運送事業者に県
の指定場所までの搬送を依頼する。なお、これにより難いときは、
県の広域防災拠点等に集積させる。
（新設）

地域防災計画に合わせ
た修正

P.137
第３編
第６章
第３節

３

被服、寝具そ
の他生活必
需品の給与
又は貸与

(2) 被服、寝具その他生活必需品の品目
④　光熱材料
小型エンジン発動機、卓上コンロ・ボンベ、懐中電灯等

(2) 被服、寝具その他生活必需品の品目
④　光熱材料
マッチ、ＬＰガス等

地域防災計画に合わせ
た修正
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.138
第３編
第６章
第３節

４

医療の提供
及び助産

(2) 情報の収集及び提供
①　情報の収集
ア　地域保健医療情報センターは、災害医療圏域内の他の県健康
福祉事務所・市保健所､市町、郡市医師会等関係機関と連携しつ
つ、災害救急医療情報システム等を活用し、（略）
イ　県及び災害医療センターは、次の情報収集を行う。
・（略）
・水道、電気、ガスの確保、周辺道路の状況等に関する情報の収
集
・ヘリコプターの運行状況の確認
・（略）

ウ　県は、次の情報収集を行う。
・薬剤師会、災害薬事コーディネーターと連携し、薬局の被災状況
及び業務可能な薬局の把握
・（略）

(2) 情報の収集及び提供
①　情報の収集
ア　地域医療情報センターは、二次保健医療圏域内の他の県健康
福祉事務所・市保健所､市町、郡市医師会等関係機関と連携しつ
つ、広域災害・救急医療情報システム等を活用し、（略）
イ　県及び災害医療センター（災害救急医療情報指令センター）
は、次の情報収集を行う。
・（略）
・医療機関の水道、電気、ガスの確保、周辺道路の状況等に関す
る情報の収集
・患者搬送等に係る県・神戸市等のヘリコプターの出動の可否
・（略）
ウ　県は、医薬品等の確保について、次の情報収集を行う。
（新設）
・（略）

地域防災計画に合わせ
た修正（追加修正含む）

P.138
第３編
第６章
第３節

４

医療の提供
及び助産

(2) 情報の収集及び提供
②　情報の提供
ア　県は、厚生労働省に対し、被災状況等について把握した情報
を逐次報告するとともに、報道機関の協力のもと、関係機関や県
民等に対し、次の情報提供を行う。

(2) 情報の収集及び提供
②　情報の提供
ア　県は、厚生労働省に対し、被災状況等について把握した情報
を逐次報告するとともに、報道機関の協力のもと、県民に対し、次
の情報提供を行う。

地域防災計画に合わせ
た修正

P.139
第３編
第６章
第３節

４

医療の提供
及び助産

(3) 救護班の派遣等
①　県は、国又は市町から要請があった場合、又は必要と認める
場合は、関係機関に対し次の要請を行う。
ア　災害拠点病院をはじめ日本赤十字社兵庫県支部及び赤十字
病院、県立病院、国立病院等（独立行政法人国立病院機構、国立
大学法人及び独立行政法人労働者健康福祉機構等）、公的病
院、私的医療機関に対する救護班等の編成と被災地への派遣要
請
イ　ドクターヘリ等の待機要請
ウ　（略）
エ　自衛隊、管区海上保安本部に対する船艇・航空機による患者
搬送の待機要請
オ　電気事業者に対する被災医療機関の優先的な復旧の要請並
びに水道事業者及びＬＰガス事業者に対する医療機関への優先
供給の要請
カ　厚生労働省を通じたＤＭＡＴの派遣等の要請

(3) 救護班の派遣等
①　県は、国又は市町から要請があった場合、又は必要と認める
場合は、関係機関に対し次の要請を行う。
ア　災害拠点病院をはじめ日本赤十字社兵庫県支部及び赤十字
病院、県立病院、国立病院機構病院、公的病院、その他の医療機
関に対する救護班の編成及び被災地への派遣要請

イ　患者搬送等に係る県・神戸市等のヘリコプターの出動要請
ウ　（略）
エ　自衛隊、管区海上保安本部に対する船艇・航空機による患者
搬送の要請
オ　電気事業者に対する被災医療機関の優先的な復旧の要請並
びに水道事業者及びプロパンガス事業者に対する医療機関への
優先供給の要請
カ　厚生労働省を通じた救護班の派遣等の要請

地域防災計画に合わせ
た修正
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.139
第３編
第６章
第３節

４

医療の提供
及び助産

(3) 救護班の派遣等
③　国立病院への救護班等の派遣要請
ア　県からの独立行政法人国立病院機構病院（以下「国立病院」と
いう。）の救護班等の派遣要請は、国立病院機構本部の指示を受
けた同機構近畿グループ担当理事部門を通じて行うこととする。
イ　神戸大学医学部附属病院、神戸逓信病院、神戸労災病院、関
西労災病院に対しては、県又は災害医療センターが救護班の派
遣要請を行うこととする。
④　私的医療機関による救護班
県は、必要により、県医師会及び県歯科医師会に設置される災害
救護本部に、ＪＭＡＴ兵庫及びＪＤＡＴ兵庫の派遣を要請することと
する。

(3) 救護班の派遣等
③　国立病院への救護班等の派遣要請
ア　県からの独立行政法人国立病院機構病院（以下「国立病院」と
いう。）の救護班等の派遣要請は、同機構近畿ブロック事務所（以
下「近畿ブロック事務所」という。）を通じて行うこととする。
イ　神戸大学医学部付属病院、神戸平成病院、神戸労災病院、関
西労災病院に対しては、県又は災害医療センターが救護班の派
遣要請を行うこととする。
④　私的医療機関による救護班
県は、必要により、県医師会及び県歯科医師会に設置される災害
救護本部に、救護隊の派遣を要請することとする。

地域防災計画に合わせ
た修正（ＪＤＡＴ兵庫の追
記含む）

P.139
第３編
第６章
第３節

４

医療の提供
及び助産

(3) 救護班の派遣等
⑤　他府県による救護班
県は、必要により相互応援に関する協定を締結している近畿２府７
県及び岡山県、鳥取県、新潟県に対し、救護班の派遣について要
請するとともに、その他の府県については、全国都道府県におけ
る災害時の広域応援に関する協定等に基づき、全国知事会等を
通じて救護班等の派遣を要請することとする。
⑥　（略）
⑦　県は、必要に応じて、次の要請を行う。
ア　赤十字血液センターに対する血液の安定供給の要請
イ　厚生労働省、兵庫県医薬品卸業協会、兵庫県医療機器協会、
日本産業・医療ガス協会近畿地域本部兵庫県支部等に対する医
薬品及び医療機器の確保の要請

⑧　海上保安本部は、可能な範囲で、医師、看護師、ＤＭＡＴ等に
対し、ヘリコプター搭載型巡視船等に設けられた医務室を提供す
るほか、宿泊等の便宜を図る。

(3) 救護班の派遣等
⑤　他府県による救護班
県は、必要により相互応援に関する協定を締結している近畿２府７
県及び岡山県、鳥取県、新潟県に対し、救護班の派遣について要
請するとともに、その他の府県については、全国都道府県におけ
る災害時の広域応援に関する協定等に基づき、全国知事会等を
通じて救護班の派遣を要請することとする。
⑥　（略）
⑦　県は、医薬品等の確保について、必要に応じて、次の要請を
行う。
ア　赤十字血液センターに対する血液の安定供給の要請
イ　厚生労働省、兵庫県医薬品卸業協会、兵庫県医療機器協会、
日本産業・医療ガス協会兵庫県支部等に対する医薬品及び医療
機器の確保の要請
（新設）

地域防災計画に合わせ
た修正
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.140
第３編
第６章
第３節

４

医療の提供
及び助産

(4) 救護班の編成
①　救護班の編成主体
救護班は、兵庫ＤＭＡＴ指定病院が編成するほか、災害拠点病
院、日本赤十字社、県立病院、国立病院等、公的病院（県立病
院、国立病院等を除く。）、私的医療機関等がそれぞれ編成する。

②　県立病院救護班の構成
ア　県立病院救護班は、医師１名、看護師２名、薬剤師１名、業務
調整員１名、計５名をもって１班を編成することとする。ただし、災
害の状況、現在人員の都合により助産師を加えるなどの編成の変
更及び人数の増減を行うこととする。

(4) 救護班の編成
①　救護班の編成主体
救護班は、災害拠点病院が編成する（兵庫県版DMAT）ほか、日
本赤十字社、県立病院、公的病院（県立病院を除く。）等がそれぞ
れ編成する。
また、県は必要に応じ、県医師会及び県歯科医師会に設置される
災害救護本部に、私的医療機関による救護班の派遣を要請する。
②　県立病院救護班の構成
ア　県立病院救護班は、医師１名、看護師２名、助産師１名、補助
員１名、計５名をもって１班を編成することとする。ただし、災害の
状況、現在人員の都合により適宜増減することとする。

地域防災計画に合わせ
た修正

P.140
第３編
第６章
第３節

４

医療の提供
及び助産

(5) 救護班の活動
①　被災地に入った救護班は、被災地の地域保健医療情報セン
ター、市町等の指揮の下に、発災直後は傷病者のトリアージ、応
急措置、重症者の搬送の指示・手配等を行うこととする。
②　その後は、乳幼児、高齢者等要配慮者等を含め健康管理に努
めるとともに、急性疾患の治療、慢性疾患の継続治療に当たること
とする。
③　災害拠点病院、日本赤十字社、ＪＭＡＴについては、自主判断
により救護班等を派遣、活動した場合においても、状況により、県
からの要請に基づいた派遣・活動として認めることとする。

(5) 救護班の活動
①　被災地に入った救護班の活動としては、発災直後は外科的治
療を中心とした、傷病者のトリアージ、応急措置、重症者の搬送の
指示・手配等がある。
②　発災後３日目以降の活動としては、内科的治療を中心に、乳
幼児、高齢者等の健康管理、急性疾患の治療、慢性疾患の継続
治療等がある。
③　県は、災害拠点病院、日本赤十字社が、自主判断により救護
班を派遣、活動した場合については、県からの要請に基づいた派
遣・活動として認めることとする

地域防災計画に合わせ
た修正
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.140
第３編
第６章
第３節

４

医療の提供
及び助産

(6) 災害拠点病院の活動
①　武力攻撃災害が他の災害医療圏域で発生した場合
ア　災害医療センター等の要請に基づき、被災圏域で対処できな
い患者の受入れ、救護班の派遣等を必要に応じて行うものとす
る。
イ　災害救急医療情報システム等を活用し、被災圏域の医療に関
する情報を収集し、災害医療センター、各災害拠点病院と協力し、
必要に応じた支援策を講ずるものとする。
②　武力攻撃災害が自らの災害医療圏域で発生した場合
ア　（略）
イ　災害拠点病院の院内災害対策本部体制を中心として県から委
嘱されている災害医療コーディネーター等が調整を行い、他の医
療機関への転送が適当と判断された患者の搬送について消防本
部へ要請するものとする。
ウ　災害救急医療情報システム等を活用して圏域内外の医療機
関に関する情報を把握し、災害医療コーディネーター等が地域保
健医療情報センターに対し患者受入先の確保や医療マンパワー
の確保について要請するものとする。

(6) 災害拠点病院の活動
①　武力攻撃災害が他の二次医療圏域で発生した場合
ア　被災圏域で対処できない患者の受入れ、救護班の派遣等を必
要に応じて行うものとする。
イ　広域災害・救急医療情報システム等を活用し、被災圏域の医
療に関する情報を収集し、災害医療センター、各災害拠点病院と
協力し、必要に応じた支援策を講ずるものとする。
②　武力攻撃災害が自らの二次医療圏域で発生した場合
ア　（略）
イ　災害拠点病院の救急部長、外科部長を中心として選定・配置し
ている災害医療コーディネーター等がトリアージを行い、他の医療
機関への転送が適当と判断された患者の搬送について消防本部
へ要請するものとする。
ウ　広域災害・救急医療情報システム等を活用して圏域内外の医
療機関に関する情報を把握し、災害医療コーディネーター等が地
域医療情報センターに対し患者受入先の確保や医療マンパワー
の確保について要請するものとする。

地域防災計画に合わせ
た修正

P.141
第３編
第６章
第３節

４

医療の提供
及び助産

(7) 医療マンパワーの確保
被災地の県健康福祉事務所・市保健所は、地域医療情報センター
等と連携を図り、管内市町の被災状況や市町の要望に基づき、救
護班、医師、歯科医師、看護師、薬剤師等の配置、調整、医療提
供内容の指導等マンパワーの活動調整を行うものとする。またそ
の派遣について兵庫県医師会にも協力を要請する。

(7) 医療マンパワーの確保
被災地の県健康福祉事務所・市保健所は、地域医療情報センター
等と連携を図り、管内市町の被災状況や市町の要望に基づき、救
護班、医師、歯科医師、看護師、薬剤師等の配置、調整、医療提
供内容の指導等マンパワーの活動調整を行うものとする。

地域防災計画に合わせ
た修正
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.141
第３編
第６章
第３節

４

医療の提供
及び助産

(8) 患者等搬送体制
①　（略）
②　災害医療センターは、県の指示に基づき、患者搬送に関する
要請、調整を行う。緊急に対応を要する場合は、県の指示を待た
ずに要請、調整を行い、対応後は速やかに県に報告する。
③　県、災害医療センターは、道路の寸断や交通渋滞等で救急車
による搬送が困難な場合、ヘリコプターや船艇による患者搬送を
行えるよう消防機関、自衛隊、管区海上保安本部、ドクターヘリ基
地病院等と調整を行う。
④　（略）
⑤　県は、被災地への医療従事者等の派遣についても、ヘリコプ
ターや船舶を活用する。
⑥　（略）
⑦　県は、ヘリコプター及び船艇による患者搬送の実施に当たり、
報道機関の協力を得て、被災地の医療機関に対し発着場所、連
絡先等要請手続の周知を図る。
⑧　県は、必要に応じ、国対策本部に対し、船舶を活用した傷病者
の搬送を要請する。

(8) 患者等搬送体制
①　（略）
②　災害医療センターは、緊急に対応を要する場合は、県の指示
を待たずに患者搬送に係る要請、調整を行い、対応後は速やかに
県に報告する。
③　県、災害医療センターは、道路の寸断や交通渋滞等で救急車
による搬送が困難な場合、ヘリコプターや船艇による患者搬送を
行えるようドクターヘリ基地病院、神戸市消防局、自衛隊、管区海
上保安本部等への要請、調整を行う。
④　（略）
⑤　県は、被災地への医療従事者等の派遣について、ヘリコプ
ターや船舶を活用する。
⑥　（略）
（新設）

（新設）

地域防災計画に合わせ
た修正

P.141
第３編
第６章
第３節

４

医療の提供
及び助産

(9) 医薬品等の供給
①　品目
県、市町等は、次の品目の医薬品等を確保するものとする。特に、
発災後３日間に必要となる医薬品等の迅速、確実な確保を行うこ
ととする。

(9) 医薬品等の供給
①　品目
県、市町等は、次の品目の医薬品等を確保するものとする。特に、
発災後３日間に必要となる医薬品等の迅速、確実な確保に配慮す
るものとする。

地域防災計画に合わせ
た修正

P.142
第３編
第６章
第３節

４

医療の提供
及び助産

(9) 医薬品等の供給
③　搬送、供給方法
ウ　県は、集積基地での仕分けについて安全管理に努めるととも
に、専門知識を有する人材による整理分類が必要であるため、必
要に応じて、薬剤師会等へ協力を要請する。

(9) 医薬品等の供給
③　搬送、供給方法
ウ　県は、集積基地での仕分けについて安全管理に努めるととも
に、専門知識を有する人材による整理分類が必要であるため、薬
剤師会等へ協力を要請する。

地域防災計画に合わせ
た修正
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.142
第３編
第６章
第３節

４

医療の提供
及び助産

(10) 医療機関のライフラインの確保
①　県は、市町と連携を図りながら、電気、水道、ガス等ライフライ
ン関係事業者に対し、医療機関（とくに病院）のライフラインの優先
的復旧のための協力を速やかに要請する。
②　県は、市町と連携を図りながら、（一社）兵庫県ＬＰガス協会に
対し（略）
③　（略）
④　県は、透析医会を通じ断水した透析医療機関を把握するととも
に、当該医療機関への上水の提供について水道事業者と調整を
行う。

(10) 医療機関のライフラインの確保
①　県は、医療機関への上水の提供について水道事業者と調整を
行うとともに、透析医会を通じ、断水した透析医療機関を把握す
る。
②　県は、市町と連携を図りながら、一般社団法人兵庫県ＬＰガス
協会に対し（略）
③　（略）
④　県は、市町と連携を図りながら、水道、電気、ガス等ライフライ
ン関係事業者に対し、医療機関のライフラインの早期復旧のため
の協力を要請する。

地域防災計画に合わせ
た修正

19



変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.1
第１編
第１章
冒頭

計画の趣旨

国民の保護のための措置（以下「国民保護措置」という。）に関す
る県の責務を明らかにするとともに、計画作成に当たっての基本
的考え方や計画の目的、対象等計画の趣旨について示す。

国民の保護のための措置（以下「保護措置」という。）に関する県
の責務を明らかにするとともに、計画作成に当たっての基本的考
え方や計画の目的、対象等計画の趣旨について示す。

用語の適正化（他の箇所
も同様に修正）

P.1
第１編
第１章

１

計画作成に当
たっての基本
的考え方

県は、以下の基本的考え方のもと、兵庫県の国民の保護に関する
計画（以下「県国民保護計画」という。）を作成する。

県は、以下の基本的考え方のもと、兵庫県の国民の保護に関する
計画（以下「県保護計画」という。）を作成する。

用語の適正化（他の箇所
も同様に修正）

P.4
第１編
第１章

８

計画作成に当
たっての基本
的考え方

８　市町国民保護計画
(1) 市町の責務
市町（市町長及びその他の執行機関をいう。以下同じ。）は、武力
攻撃事態等において、国民保護法その他の法令、基本指針及び
市町の国民の保護に関する計画（以下「市町国民保護計画」とい
う。）に基づき、（略）

８　市町保護計画
(1) 市町の責務
市町（市町長及びその他の執行機関をいう。以下同じ。）は、武力
攻撃事態等において、国民保護法その他の法令、基本指針及び
市町の国民の保護に関する計画（以下「市町保護計画」という。）
に基づき、（略）

用語の適正化（他の箇所
も同様に修正）

P.11
第１編
第３章

１

指定地方行
政機関

機関の名称 ： 近畿環境局 機関の名称 ： 近畿地方環境事務所 指定地方行政機関の名
称変更

P.11
第１編
第３章

１

指定公共機
関等

［放送事業者］
（指定公共機関）日本放送協会、朝日放送テレビ㈱、㈱毎日放送、
関西テレビ放送㈱、読売テレビ放送㈱、朝日放送ラジオ㈱、㈱
MBSラジオ、㈱ラジオ大阪

［放送事業者］
（指定公共機関）日本放送協会、朝日放送グループホールディン
グス、毎日放送、関西テレビ放送、讀賣テレビ放送、大阪放送

指定公共機関の名称変
更・追加
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.11-12
第１編
第３章

１

指定公共機
関等

［運送事業者］
① 国内旅客船事業者
（指定公共機関）㈱商船三井さんふらわあ、阪九フェリー㈱、マル
エーフェリー㈱、宮崎カーフェリー㈱
（指定地方公共機関）㈱淡路ジェノバライン、㈱家島ライナー、ジャ
ンボフェリー㈱、沼島汽船㈱、坊勢輝汽船㈱
② バス事業者
（指定公共機関）西日本ジェイアールバス㈱、日本交通㈱、阪急バ
ス㈱、阪神バス㈱
③ 航空事業者
（指定公共機関）ANAウイングス㈱、㈱AIRDO、㈱ソラシドエア、ス
カイマーク㈱、日本航空㈱、全日本空輸㈱
④ 鉄道事業者
（指定地方公共機関）北近畿タンゴ鉄道㈱、神戸高速鉄道㈱、神
戸新交通㈱、神戸電鉄㈱、㈱こうべ未来都市機構、山陽電気鉄道
㈱、智頭急行㈱、WILLER TRAINS㈱、能勢電鉄㈱、北条鉄道㈱、
神戸六甲鉄道㈱

［運送事業者］
① 国内旅客船事業者
（指定公共機関）㈱フェリーさんふらわあ、阪九フェリー㈱、マル
エーフェリー㈱
（指定地方公共機関）㈱淡路ジェノバライン、高速いえしま㈱、ジャ
ンボフェリー㈱、沼島汽船㈱、坊勢汽船㈱
② バス事業者
（指定公共機関）西日本ＪＲバス㈱、日本交通㈱、阪急バス㈱、阪
神バス㈱
③ 航空事業者
（指定公共機関）㈱AIRDO、㈱ソラシドエア、スカイマーク㈱、日本
航空㈱、全日本空輸㈱
④ 鉄道事業者
（指定地方公共機関）北近畿タンゴ鉄道㈱、神戸高速鉄道㈱、神
戸新交通㈱、神戸電鉄㈱、（一財)神戸すまいまちづくり公社、山陽
電気鉄道㈱、智頭急行㈱、WILLER TRAINS(株)、能勢電鉄㈱、北
条鉄道㈱、北神急行電鉄㈱、六甲山観光㈱

指定(地方)公共機関の名
称変更・追加

P.12
第１編
第３章

１

指定公共機
関等

［電気通信事業者］
（指定公共機関）ＮＴＴ西日本㈱、ＫＤＤＩ㈱、ソフトバンク㈱、㈱ＮＴＴ
ドコモ、ＮＴＴドコモビジネス㈱、楽天モバイル㈱

［電気通信事業者］
（指定公共機関）西日本電信電話㈱、ＫＤＤＩ㈱、ソフトバンク㈱、エ
ヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ(株)

指定公共機関の名称変
更・追加

P.12
第１編
第３章

１

指定公共機
関等

［電気事業者］
（指定公共機関）関西電力㈱、関西電力送配電㈱、中国電力㈱、
中国電力ネットワーク㈱、電力広域的運営推進機関

［電気事業者］
（指定公共機関）関西電力㈱、電源開発㈱、電力広域的運営推進
機関

指定公共機関の名称変
更・追加

P.12
第１編
第３章

１

指定公共機
関等

［ガス事業者］
（指定公共機関）大阪瓦斯㈱、大阪ガスネットワーク㈱

［ガス事業者］
（指定公共機関）大阪ガス㈱

指定公共機関の名称変
更・追加
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.12
第１編
第３章

１

指定公共機
関等

［日本医師会、病院その他の医療機関］
（指定公共機関）(公社)日本医師会、(独)国立病院機構、国立健康
危機管理研究機構

［病院その他の医療機関］
（指定公共機関）(独)国立病院機構

指定公共機関の追加

P.14
第１編
第４章

１

地形

(2) 地勢
中国山地の中には、（略）一方、東端になるにつれて中国山地も次
第になだらかになり、床尾山（839ｍ）・妙見山（660ｍ）が京都府・
大阪府との境となっている。そして六甲山系（最高峰931ｍ）が東西
約30km、南北約８kmにわたり、最南端を走っている。

(2) 地勢
中国山地の中には、（略）一方、東端になるにつれて中国山地も次
第になだらかになり、床尾山（839ｍ）・妙見山（662ｍ）が京都府・
大阪府との境となっている。そして六甲山系（最高峰932ｍ）が東西
約30km、南北約８kmにわたり、最南端を走っている。

統計数値の修正

P.14
第１編
第４章

１

地形

(3) 海岸・河川
兵庫県の海岸線総延長は約856kmで、北は日本海、南は瀬戸内
海及び太平洋に面し、それぞれ特徴のある海岸を有している。

(3) 海岸・河川
兵庫県の海岸線総延長は約851kmで、北は日本海、南は瀬戸内
海及び太平洋に面し、それぞれ特徴のある海岸を有している。

統計数値の修正

P.16
第１編
第４章

２

気候

(1) 気温
年平均気温の10年平均値（2016年～2025年）は、北部の豊岡市で
15.4℃、南部の神戸市で17.7℃、姫路市16.2℃、洲本市16.6℃であ
り、瀬戸内海沿岸部で高めである。

(2) 降水量
年降水量の10年平均値（2016年～2025年）は、北部の豊岡市で約
2,000mmで、南部（神戸市約1,400mm、姫路市約1,300mm、洲本市
約1,600mm）と比べて多い。最も大きな特徴は北部と南部における
冬季（12～２月）の降水量の違いであり、北部では、冬の季節風下
の降雪・降雨によって冬季の降水量が年間の約30％を占めるのに
対し、南部では冬季の降水量は少ない。
県全域にわたり、梅雨の時期（６～７月）の降水量は多い。
大雨は、台風、梅雨前線、秋雨前線、低気圧や雷雨によって暖候
期（４～10月）の期間にもたらされるが、なかでも台風、梅雨又は
秋雨前線の影響を受ける６～９月が特に多い。日降水量50㎜以上
の日数は、10年間平均（2016年～2025年）では、豊岡市と神戸市
ともに5.4日、洲本市6.6日、姫路市3.4日であり、播磨北西部を中心
に少ない傾向がみられる。

(1) 気温
沿岸地方の年平均（2008年～2017年）気温は、県北部の豊岡市で
14.7℃、県南部の神戸市で17.0℃であり、内陸にいくに従って低く
なっている。寒暖の差は県南部の沿岸地方に比べて内陸地方や
県北部の方が大きい。
(2) 降水量
年間降水量が最も少ないのは瀬戸内海沿岸地方（約1,300㎜）で、
淡路島と北部では多くなっている。最も大きな特徴は県北部と南部
における冬季の降水量の違いであり、冬の季節風下の降雪・降雨
によって県北部では年降雨量の約40％が12月～３月の間に降る
のに対し、県南部ではこの期間は、１年間を通じて最も降水量が少
ない。
暖候期の降水量は全域にわたり、梅雨期（この期間の降水量は、
地域により250～500㎜）と秋の台風期に多い。
大雨は、台風、梅雨前線、秋雨前線、低気圧又は雷雨によって４
～11月の期間にもたらされるが、なかでも台風、梅雨又は秋雨前
線の影響を受ける６～９月が特に多く、雨量50㎜以上の降雨日数
は、年平均（2008年～2017年）4.7日（神戸）である。また、六甲山
周辺から淡路島及び県中部ではやや日数が多く、雨の降り方は局
地的な集中豪雨も多くみられる。

統計数値の修正、記述の
適正化
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.16
第１編
第４章

２

気候

(3) 積雪
県内の降雪及び積雪の期間は概ね12月から３月であるが、氷ノ山
では降雪・積雪とも11月初め頃から翌年４月頃までに及んでいる。
北部では冬の季節風によって１～２月に大雪になることが多い。北
部（南部の一部山地を含む。）は豪雪地帯であり、１日の降雪量は
多い時で、平地50㎝以上、山地では１ｍ前後になることがある。

(4) 風
県下の強風は、台風・低気圧・前線・冬の季節風によるものが多
い。六甲山地南麓では、「六甲おろし」と呼ばれる、六甲山から吹き
下ろす北よりの局地的な強風がみられることがある。

(3) 積雪
県内の降雪及び積雪の期間は概ね12月から３月であるが、氷ノ山
では降雪・積雪とも11月初め頃から翌年５月初め頃までに及んで
いる。
県北部の大雪は冬の季節風によって１～２月に降ることが多く、県
南部の平野部では、太平洋岸を東進する発達した低気圧によっ
て、２～３月初めにかけて降ることが多いが、大規模な豪雪は県北
部（南部の一部山地を含む。）に限られている。１日の降雪量は多
い時で、平野部40～50㎝、山間部では１ｍ前後になることがある。

(4) 風
県下の強風は、台風・低気圧・前線・季節風によるもので、六甲山
地南麓では、六甲おろしと呼ばれる強風がみられる。

統計数値の修正、記述の
適正化

P.16
第１編
第４章

２

気候

(5) 湿度
南部は、12～５月にかけて湿度が低い。北部は南部に比べて相対
的に湿度は高いが、４～５月には比較的湿度が低く、最小湿度は
県全域で春に記録されることが多い。

(6) 潮位
顕著な高潮は、台風や発達した低気圧の接近・通過等によって発
生し、県内の沿岸全域が対象となる。特に１年のうち夏から秋にか
けては、海水温が高い等の影響で平常時の潮位が高い時期とな
る。

(5) 湿度
県南部は、12～５月にかけて湿度が低い。県北部は南部に比べて
一般的に湿度は高いが、４～５月には比較的湿度が低く、最小湿
度は全域とも春に記録されることが多い。また渇水期は県南部で
は夏と冬の２回あるが、県北部では夏だけである。

(6) 潮位
高潮は台風や発達した低気圧によって発生し県内の沿岸全域が
対象となるが、県南部沿岸は東京湾等とともに、日本で最も高潮
の起こりやすい地域である。そのほか、いわゆる異常潮がみられ
ることがあるが、台風や発達した低気圧による高潮と比べるとはる
かに小さく、潮位は高いときで平常より約30㎝高くなる程度であ
る。

記述の適正化

P.16
第１編
第４章

２

気候

【各都市の月別平均気温及び降水量（2016年～2025年）】（気象庁
ホームページをもとに作成）
　※図は別表のとおり（番号１）

【各都市の月別平均気温及び降水量（2008年～2017年）】（気象庁
ホームページより）
　※図は別表のとおり（番号１）

統計数値の修正
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.18
第１編
第４章

３

人口分布

令和２年国勢調査を基礎とした、令和８年４月１日現在の本県の推
計人口は、約528万6千人である。県内で最も人口の多い神戸市
(約148万人)と阪神地域７市１町(約171万9千人)の人口を合わせる
と、これらの地域が、県人口全体60.5％を占めている。
令和２年国勢調査による年齢別割合では、15歳未満は12.5％、15
～64歳は58.2％、65歳以上は29.3％となっている。全国の65歳以
上は28.7％であり、本県は全国平均より0.6ポイント高くなってい
る。
また、昼夜間人口比率では、神戸市、北播磨地域、中播磨地域に
おいて、100％を上回るが、隣接地域への従業・通学により、阪神
南地域では91.9％に、東播磨地域では91.7％に、阪神北地域では
86.6％になっている。※年齢別割合は年齢「不詳」を除いて算出。
【各地域における年齢別人口】（令和２年10月１日現在）
　※図は別表のとおり（番号２）
【各地域における昼夜間人口と昼夜率】（令和２年10月１日現在）
　※図は別表のとおり（番号３）

平成27年国勢調査を基礎とした、平成30年1月1日現在の本県の
推計人口は、約550万1千人である。県内で最も人口の多い神戸市
(約153万2千人)と阪神地域７市１町(約175万5千人)の人口を合わ
せると、これらの地域が、県人口全体59.7％を占めている。
平成27年国勢調査による年齢別割合では、15歳未満は12.9％、15
～64歳は60.0％、65歳以上は27.1％となっている。全国の65歳以
上は26.6％であり、本県は全国平均より0.5ポイント高くなってい
る。
また、昼夜間人口比率では、神戸市、北播磨地域、中播磨地域に
おいて、100を上回るが、隣接地域への従業・通学により、阪神南
地域では92.1％に、東播磨地域では90.8％に、阪神北地域では
84.5％になっている。※年齢別割合は年齢「不詳」を除いて算出。
【各地域における年齢別人口】（平成27年10月１日現在）
　※図は別表のとおり（番号２）
【各地域における昼夜間人口と昼夜率】（平成27年10月１日現在）
　※図は別表のとおり（番号３）

統計数値の修正

P.19-20
第１編
第４章

４

道路の状況

【兵庫県内道路種別現況】(令和７年４月１日現在、延長：km)
　※別表のとおり（番号４）

【兵庫県内道路種別現況】(平成28年４月１日現在)、延長：km)※高
速自動車国道・本四道路・阪神高速は平成30年４月１日現在
　　※別表のとおり（番号４）

時点修正のため

P.21
第１編
第４章

４

道路の状況

【兵庫県内の主な道路】（令和７年４月１日現在）
　※別表のとおり（番号５）

【兵庫県内の主な道路】（平成30年４月１日現在）
　※別表のとおり（番号５）

時点修正のため

P.22
第１編
第４章

５

鉄道の状況

兵庫県内には、西日本旅客鉄道（以下「ＪＲ西日本」という。）として
山陽新幹線のほか、（略）　さらにその他の私鉄では、神戸電鉄、
山陽電気鉄道、能勢電鉄、阪急電鉄、阪神電気鉄道などがあり、
通勤・通学や地域の人々の日常生活の重要な移動手段となってい
る。

兵庫県内には、西日本旅客鉄道（以下、「ＪＲ西日本」という。）とし
て山陽新幹線のほか、（略）　さらにその他の私鉄では、神戸電
鉄、山陽電気鉄道、能勢電鉄、阪急電鉄、阪神電鉄、北神急行電
鉄などがあり、通勤・通学や地域の人々の日常生活の重要な移動
手段となっている。

正式名称に修正（阪神電
鉄）、事業譲渡のため削
除（北神急行電鉄）
記述の適正化
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.22-24
第１編
第４章

５

鉄道の状況

(1) ＪＲ西日本
　※別表のとおり（番号６）
(2) 公営交通
　※別表のとおり（番号７）
(3) 第３セクター鉄道
　※別表のとおり（番号８）
(4) 私鉄（ＪＲ西日本を除く）
　※別表のとおり（番号９）
(5) 普通索道（ケーブルカー・ロープウェー）
　※別表のとおり（番号10）

(1) ＪＲ西日本
　※別表のとおり（番号６）
(2) 公営交通
　※別表のとおり（番号７）
(3) 第３セクター鉄道
　※別表のとおり（番号８）
(4) 私鉄（ＪＲ西日本を除く）
　※別表のとおり（番号９）
(5) 普通索道（ケーブルカー・ロープウェー）
　※別表のとおり（番号10）

時点修正のため

P.24
第１編
第４章

５

鉄道の状況

【兵庫県内の主な鉄道】
（図に注釈追加）

（注）都市部における路線及び索道線は、地図の縮尺上、一部省
略している。

【兵庫県内の主な鉄道】
（図に注釈なし）

記述の適正化

P.25
第１編
第４章

６

空港の状況

ヘリポートについては、常設で特定のヘリコプターのみの利用を対
象とする非公共用ヘリポートとして５か所（兵庫県庁、兵庫県警
察、三木防災、県立災害医療センター、ＮＴＴ神戸中央ビル）が整
備されている。

※(2)公共用ヘリポートの表を削除

ヘリポートについては、常設で不特定多数のヘリコプターの利用を
対象とする公共用ヘリポートとして１か所（神戸）、常設で特定のヘ
リコプターのみの利用を対象とする非公共用ヘリポートとして７か
所（兵庫県庁、兵庫県警察、三木防災、兵庫県立災害医療セン
ター、神戸消防、明石川崎、新神戸港ビル）が整備されている。

公共用ヘリポートの廃
止、非公共ヘリポートの
設置・廃止、文言の適正
化

P.26
第１編
第４章

８

自衛隊施設
の状況

８　自衛隊施設の状況
陸上自衛隊　姫路駐屯地　姫路市
　・中部方面特科連隊
　・第３高射特科大隊
海上自衛隊　阪神基地隊　神戸市東灘区
　・第７機雷戦隊
　・第２海上輸送隊（共同の部隊）

８　自衛隊施設の状況
陸上自衛隊　姫路駐屯地　姫路市
　・第３特科隊
　・第３高射特科大隊
海上自衛隊　阪神基地隊　神戸市東灘区
　・第42掃海隊

自衛隊の部隊編成の変
更

P.27
第１編
第４章

９

石油コンビ
ナート施設等
の状況

９　石油コンビナート施設等の状況
石油コンビナート等災害防止法で定める特別防災区域について
は、瀬戸内海沿岸に３区域が指定されている。
（令和８年１月１日現在）
　※表は別表のとおり（番号11）

９　石油コンビナート施設等の状況
石油コンビナート等災害防止法で定める特別防災区域について
は、瀬戸内海沿岸に４区域が指定されている。
（平成30年２月１日現在）
　※表は別表のとおり（番号11）

時点修正のため
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.36
第２編
第１章
第１節

１

初動体制の
整備

(3) 職員への連絡手段の確保
①　県の幹部職員及び危機管理部職員、業務要員、県対策本部
連絡員は、常時、参集時の連絡手段として、携帯電話等を携行し、
電話・メール等による連絡手段を確保する。（略）
②　県対策本部員等に一斉緊急招集等をかける場合は、あらかじ
め登録している連絡手段（携帯電話・加入電話・携帯電話メール
等）に緊急通報メッセージを繰り返し送信する緊急通報システムを
活用する。（略）

(3) 職員への連絡手段の確保
①　県の幹部職員及び防災企画局・災害対策局職員、業務要員、
県対策本部連絡員は、常時、参集時の連絡手段として、携帯電話
等を携行し、電話・メール等による連絡手段を確保する。（略）
②　県対策本部員等に一斉緊急招集等をかける場合は、あらかじ
め登録している連絡手段（携帯電話・ＰＨＳ・加入電話・携帯電話
メール等）に緊急通報メッセージを繰り返し送信する緊急通報シス
テムを活用する。（略）

組織の改編のため、連絡
手段の変更のため

P.37
第２編
第１章
第１節

２

災害対策拠
点の活用

(3) 広域防災拠点（ブロック拠点）
　※別表のとおり（番号13）

(3) 広域防災拠点（ブロック拠点）
　※別表のとおり（番号13）

所在地・建物延床面積等
の修正

P.39
第２編
第１章
第２節

３

他の都道府
県との連携

(1) 近隣府県との情報共有
広域にわたる避難や救援等に関し的確な対応が行えるよう、福井
県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山
県、徳島県及び関西広域連合で構成する「近畿府県防災・危機管
理連絡会議（国民保護部会）」や、「国民保護地域ブロック検討会
（近畿ブロック）」等の場を活用するなど、近隣府県との間で緊密な
情報の共有を図る。

(1) 近隣府県との情報共有
広域にわたる避難や救援等に関し的確な対応が行えるよう、福井
県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山
県、徳島県及び関西広域連合で構成する「近畿府県防災・危機管
理連絡会議（国民保護部会）」、兵庫県、福井県、京都府、鳥取
県、島根県、第八管区海上保安本部及び海上自衛隊舞鶴地方総
監部で構成する「日本海西部沿岸府県・危機管理関係機関連絡会
議」及び「国民保護東海・北陸・近畿ブロック会議」等の場を活用す
るなど、近隣府県との間で緊密な情報の共有を図る。

会議開催状況に応じた修
正

P.40
第２編
第１章
第２節

３

他の都道府
県との連携

(3) 相互応援協定の締結等
【参考：防災のための相互応援協定一覧】
協定名称：　全国都道府県における災害時の広域応援に関する協
定
締結日：　令和６年１月31日
構成都道府県：　全国都道府県

(3) 相互応援協定の締結等
【参考：防災のための相互応援協定一覧】
協定名称：　全国都道府県における災害時の広域応援に関する協
定
締結日：　平成24年5月18日
構成都道府県：　全国都道府県

協定内容改正による締結
日の変更

P.41
第２編
第１章
第２節

４

市町との連携

(5) 消防機関の応援体制の整備
【常備消防設置状況】
【ＮＢＣ対応資機材の整備状況】
　※別表のとおり（番号14）

(5) 消防機関の応援体制の整備
【常備消防設置状況】
【ＮＢＣ対応資機材の整備状況】
　※別表のとおり（番号14）

時点修正のため
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.42
第２編
第１章
第２節

４

市町との連携

(6) 消防団の充実・活性化の推進
【消防団設置状況】
　※別表のとおり（番号15）

(6) 消防団の充実・活性化の推進
【消防団設置状況】
　※別表のとおり（番号15）

時点修正のため

P.42
第２編
第１章
第２節

５

指定公共機
関等その他関
係機関との連
携

(2) 関係機関との協定の締結
県は、関係機関から物資及び資材の供給や報道、警備等につい
て必要な協力が得られるよう、防災のために締結されている協定
の内容に関し、必要な見直しを行う等により、防災に準じた連携体
制の整備を図る。関係機関との協定一覧は資料編に掲載する。

（協定一覧の表を削除）

(2) 関係機関との協定の締結
県は、関係機関から物資及び資材の供給や報道、警備等につい
て必要な協力が得られるよう、防災のために締結されている協定
の内容に関し、必要な見直しを行う等により、防災に準じた連携体
制の整備を図る。

【参考：防災のための関係機関との協定一覧】

協定締結数が増加してお
り、一覧表の掲載スペー
スも増大するため、資料
編に掲載することとする。

P.52
第２編
第１章
第４節

１

非常通信体
制の整備

(1) 非常通信体制の充実強化
県は、武力攻撃事態等において加入電話又は携帯電話が使用で
きない場合で、他の有線通信を利用することができないとき又は利
用することが著しく困難なときに対処するため、（略）

(1) 非常通信体制の充実強化
県は、武力攻撃事態等において加入電話、自動車電話又は携帯
電話が使用できない場合で、他の有線通信を利用することができ
ないとき又は利用することが著しく困難なときに対処するため、
（略）

連絡手段の変更

P.54
第２編
第１章
第４節

２

情報通信機
器等の活用

(3) フェニックス防災システム（災害対応総合情報ネットワークシス
テム）
①　構成（令和８年４月１日現在）
計303台
②　主な機能
　※表は別表のとおり（番号17）

(3) フェニックス防災システム（災害対応総合情報ネットワークシス
テム）
①　構成（平成29年４月１日現在）
計306台
②　主な機能
　※表は別表のとおり（番号17）

システム更新に伴う機能
変更のため

P.55
第２編
第１章
第４節

２

情報通信機
器等の活用

(4) 兵庫県防災行政無線
①　衛星系
ア　構成（令和８年４月１日現在）　（略）
イ　機能　（略）
②　地上系
県庁、県民局・県民センター、県土木事務所等は被災輻輳等によ
り公衆回線網・専用線が使用できない場合だけでなく、平素から山
上中継局、県庁及び各事務所に設置された地上系多重回線（県
防災行政無線多重回線）を主体的に使用して、県庁と土木事務所
等（41局）の通信を確保することとする。

(4) 兵庫県防災行政無線
①　衛星系
ア　構成（平成29年４月１日現在）　（略）
イ　機能　（略）
②　地上系
県庁、県民局、県土木事務所等は被災輻輳等により公衆回線網・
専用線が使用できない場合だけでなく、平素から山上中継局、県
庁及び各事務所に設置された地上系多重回線（県防災行政無線
多重回線）を主体的に使用して、県庁と土木事務所等（４１局）の
通信を確保することとする。

記載漏れの修正、記述の
適正化
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.56
第２編
第１章
第４節

２

情報通信機
器等の活用

(5) 通信事業者回線等
②　自衛隊とのホットライン
災害対策センターに設置し、陸上自衛隊第３師団（伊丹市）、陸上
自衛隊中部方面特科連隊（姫路市）、海上自衛隊阪神基地隊（東
灘区）を結んでいる手回し発電式のホットラインを活用する。

(5) 通信事業者回線等
②　自衛隊とのホットライン
災害対策センターに設置し、陸上自衛隊第３師団（伊丹市）、第３
特科隊（姫路市）、海上自衛隊阪神基地隊（東灘区）を結んでいる
手回し発電式のホットラインを活用する。

自衛隊の部隊の名称変
更

P.56
第２編
第１章
第４節

２

情報通信機
器等の活用

(5) 通信事業者回線等
③　警察電話
【県庁内の設置場所】
災害対策センター（災害対策課、災害対策本部室等）、秘書課、財
政課、管財課、特殊詐欺対策・くらし安全課、道路保全課、審査・
指導課、議会事務局、選挙管理委員会事務局、人事委員会事務
局、第３号館ヘリポート

(5) 通信事業者回線等
③　警察電話
【県庁内の設置場所】
災害対策センター（災害対策課、消防課、災害対策本部室等）、秘
書課、財政課、管財課、交通安全室、道路保全課、会計課、管理
課、議会事務局、選挙管理委員会事務局、人事委員会事務局、交
通事故相談室、第３号館ヘリポート

組織改編等による設置場
所の変更のため

P.56
第２編
第１章
第４節

２

情報通信機
器等の活用

(6) 無線系通信
①　消防防災無線及び水防無線等
【通信ルート】
県（災害対策課・消防保安課）－消防庁（消防防災無線）

(6) 無線系通信
①　消防防災無線及び水防無線等
【通信ルート】
県（災害対策課・消防課）－消防庁（消防防災無線）

組織改編のため

P.61
第２編
第１章
第６節

１

研修

(1) 国の研修機関における研修の活用
県は、危機管理を担当する専門職員を育成するため、国の研修機
関の研修課程を有効に活用し、職員の研修機会を確保する。
自治大学校：防災危機管理　等
消防大学校：危機管理・防災教育科 危機管理・国民保護コース
等

(1) 国の研修機関における研修の活用
県は、危機管理を担当する専門職員を育成するため、国の研修機
関の研修課程を有効に活用し、職員の研修機会を確保する。
自治大学校：危機管理論、危機管理演習　等
消防大学校：危機管理教育科トップマネジメントコース、危機管理
教育科国民保護コース　等

研修課程の変更のため

P.64
第２編
第２章

２

運送の確保に
関する体制の
整備

(4) ヘリコプター臨時離着陸場適地の活用
【ヘリコプター臨時離着陸場適地指定数】
　※別表のとおり（番号18）

(4) ヘリコプター臨時離着陸場適地の活用
【ヘリコプター臨時離着陸場適地指定数】
　※別表のとおり（番号18）

時点修正のため
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.65
第２編
第２章

３

交通の確保に
関する体制の
整備

(3) 緊急通行車両に係る確認手続
県警察は、武力攻撃事態等において、県公安委員会が行う緊急通
行車両（道路交通法第39条第１項の緊急自動車その他の車両で
国民保護措置の的確かつ迅速な実施のためその通行を確保する
ことが特に必要なものとして政令で定めるものをいう。）に係る確認
についての手続を定めるとともに、確認制度の運用を図る。但し、
県が保有する車両(県が締結した協定に係る機関の保有する車両
を含む。)に係る確認制度の運用は知事が行う。

(3) 緊急通行車両に係る確認手続
県警察は、武力攻撃事態等において、県公安委員会が行う緊急通
行車両（道路交通法第39条第１項の緊急自動車その他の車両で
保護措置の的確かつ迅速な実施のためその通行を確保すること
が特に必要なものとして政令で定めるものをいう。）に係る確認に
ついての手続を定めるとともに、事前届出・確認制度の運用を図
る。但し、県が保有する車両(県が締結した協定に係る機関の保有
する車両を含む。)に係る事前届出・確認制度の運用は知事が行
う。

災害対策基本法施行令
等の一部を改正する政令
の施行により緊急通行車
両等事前届出制度が廃
止されたため

P.69
第２編
第２章

５

医療体制の
整備

④　機動性のある医療チーム（兵庫県ＤＭＡＴ）等の整備
ア　県は、兵庫ＤＭＡＴ指定病院のＤＭＡＴ（以下「兵庫ＤＭＡＴ」とい
う。）の運用方法を定めるとともに、通信用機器、医療資機材など
の資機材の整備を促進するとともに訓練を実施することとする。

④　機動性のある医療チーム（兵庫県ＤＭＡＴ）等の整備
ア　県は、兵庫ＤＭＡＴ指定病院のＤＭＡＴ（以下、「兵庫ＤＭＡＴ」と
いう。）の運用方法を定めるとともに、通信用機器、医療資機材な
どの資機材の整備を促進するとともに訓練を実施することとする。

記述の適正化

P.69
第２編
第２章

５

医療体制の
整備

５　医療体制の整備
(1) 医療体制の整備
　（略）
⑥　災害拠点病院の整備
県及び災害拠点病院（県下10の二次保健医療圏域に基幹災害医
療センターを含めた20病院）の開設者は、各災害拠点病院につい
て、耐震強化を図るとともに、備蓄倉庫、自家発電装置、受水槽、
ヘリポート等の施設・設備整備を推進する。

５　医療体制の整備
(1) 医療体制の整備
　（略）
⑥　災害拠点病院の整備
県及び災害拠点病院（県下10の二次保健医療圏域に基幹災害医
療センターを含めた18病院）の開設者は、各災害拠点病院につい
て、耐震強化を図るとともに、備蓄倉庫、自家発電装置、受水槽、
ヘリポート等の施設・設備整備を推進する。

時点修正のため

P.70
第２編
第２章

５

医療体制の
整備

【災害拠点病院】（令和８年４月１日現在）
　※別表のとおり（番号20）

【災害拠点病院】
　※別表のとおり（番号20）

時点修正のため

P.73
第２編
第３章
第１節

１

生活関連等
施設の安全
確保

【生活関連等施設の種類及び所管省庁】（令27・28）
27条３号　　取水施設、貯水施設、浄水施設、配水池（供給能力10
万㎥／１日以上）　　国土交通省

【生活関連等施設の種類及び所管省庁】（令27・28）
27条３号　　取水施設、貯水施設、浄水施設、配水池（供給能力10
万㎥／１日以上）　　厚生労働省

水道に関する業務が厚生
労働省から国土交通省に
移管されたことに伴う変
更

P.85
第３編
第１章
第１節

１

危機管理対
策本部等の
設置

(2) 危機管理連絡会議
③　組織構成
　※別表のとおり（番号25）

(2) 危機管理連絡会議
③　組織構成
　※別表のとおり（番号25）

組織改編のため
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.88
第３編
第１章
第２節

１

県対策本部
の設置

(3) 県対策本部の組織構成及び機能
①　組織構成（法28）
　※別表のとおり（番号26）
②　各部の機能
　※別表のとおり（番号27）
③　事務局の組織及び役割
　※別表のとおり（番号28）

(3) 県対策本部の組織構成及び機能
①　組織構成（法28）
　※別表のとおり（番号26）
②　各部の機能
　※別表のとおり（番号27）
③　事務局の組織及び役割
　※別表のとおり（番号28）

組織改編のため

P.94
第３編
第１章
第３節

２

情報通信機
器等の運用

(2) 兵庫県防災行政無線
①　衛星系
ア　通信統制の実施
県は、衛星回線に通信が集中し、重要な通信に支障をきたすおそ
れがあるときは、災害対策課長から通信統制を行う。

(2) 兵庫県防災行政無線
①　衛星系
ア　通信統制の実施
県は、衛星回線に通信が集中し、重要な通信に支障をきたすおそ
れがあるときは、災害対策課長又は河川整備課長（重複の場合
は、災害対策課長を優先）から通信統制を行う。

担当業務に沿った修正

P.95
第３編
第１章
第３節

２

情報通信機
器等の運用

(2) 兵庫県防災行政無線
②　地上系
（略）　県は、回線に通信が集中し、重要な通信に支障をきたすお
それがあるときは、災害対策課長から通信統制を行う。

(2) 兵庫県防災行政無線
②　地上系
（略）　県は、回線に通信が集中し、重要な通信に支障をきたすお
それがあるときは、防災情報室長から通信統制を行う。

組織改編のため

P.97
第３編
第２章

３

自衛隊の部
隊等の派遣
要請等

【想定される自衛隊の国民保護措置の内容】
④　武力攻撃災害の応急の復旧
（危険ながれきの除去、施設等の応急復旧、汚染の除去等）

【想定される自衛隊の保護措置の内容】
④　武力攻撃災害の応急の復旧
（危険な瓦礫の除去、施設等の応急復旧、汚染の除去等）

記述の適正化

P.104
第３編
第４章

１

警報の通知

(1) 警報の通知（法46）
【県による警報の通知先】
※勤務時間外は危機管理部当直職員が対応

(1) 警報の通知（法46）
【県による警報の通知先】
※勤務時間外は防災企画局又は災害対策局当直職員が対応

組織改編のため

P.105
第３編
第４章

２

警報の伝達

(4) 県による警報の伝達等
①　県は、警報の報道発表については速やかに行うとともに、県の
ホームページに警報の内容を掲載する。また、ひょうご防災ネット
を活用して、アプリ及び携帯電話のメール機能により、警報の内容
を配信する。

(4) 県による警報の伝達等
①　県は、警報の報道発表については速やかに行うとともに、県の
ホームページに警報の内容を掲載する。また、ひょうご防災ネット
を活用して、携帯電話のメール機能により、警報の内容を配信す
る。

情報配信手段の追加
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.106
第３編
第４章

２

警報の伝達

(5) 多数の者が利用する施設に対する警報の伝達（法48）
　※別表のとおり（番号29）

(5) 多数の者が利用する施設に対する警報の伝達（法48）
　※別表のとおり（番号29）

組織改編のため

P.133
第３編
第６章
第３節

１

収容施設の
供与

(2) 長期避難住宅
①　避難が長期にわたることが見込まれる場合には、県は、早急
に長期避難住宅のための仮設住宅等の手配を行い、避難住民等
が避難所から長期避難住宅等に移ることができるよう配慮するも
のとする。
ア　仮設住宅（長期避難建設型応急住宅）
イ　賃貸住宅（長期避難賃貸型応急住宅）
ウ　公営住宅　等
②　仮設住宅（長期避難建設型応急住宅）の設置については、(3)
応急仮設住宅を準用するものとする。

(3) 応急仮設住宅
（略）

④　長期避難住宅
ア　避難が長期にわたることが見込まれる場合には、県は、早急
に長期避難住宅のための仮設住宅等の手配を行い、避難住民等
が避難所から長期避難住宅等に移ることができるよう配慮するも
のとする。

イ　長期避難住宅の設置については、(2)の応急仮設住宅の規定
を準用するものとする。

(2) 応急仮設住宅
（略）

救援の程度、方法の基準
（内閣府告示）に基づき、
長期避難住宅の記載を
整理するための変更

P.143
第３編
第６章
第３節

５

被災者の捜
索及び救出

①　市町及び消防機関
ア～ウ　（略）
エ　知事は、県内の消防力で対応が困難な場合、消防庁長官に要
請し、他の都道府県管内の消防機関の応援を求める。なお、消防
庁長官は、知事の要請を待ついとまがない場合、要請を待たずに
応援のための措置を行うことを指示することができるものとされて
いる。

①　市町及び消防機関
ア～ウ　（略）
エ　知事は、県内の消防力で対応が困難な場合、消防庁長官に要
請し、他の都道府県管内の消防機関の応援を求める。なお、消防
庁長官は、知事の要請を待つ暇がない場合、要請を待たずに応援
のための措置を行うことを指示することができるものとされている。

記述の適正化

P.144
第３編
第６章
第３節

６

埋葬及び火
葬

武力攻撃災害の際に死亡した者に対して、その遺族が混乱期の
ため埋火葬を行うことが困難な場合や死亡した者の遺族がない場
合などに、遺体の応急的な埋葬及び火葬を実施することにより、遺
体が葬られないまま放置されることを防ぐ。

武力攻撃災害の際死亡した者に対して、その遺族が混乱期のた
め埋火葬を行うことが困難な場合や死亡した者の遺族がない場合
などに、遺体の応急的な埋葬及び火葬を実施することにより、遺体
が葬られないまま放置されることを防ぐ。

記述の適正化

P.167
第３編
第８章
第４節

２

NBC攻撃によ
る災害への対
処

(3) 関係機関との連携
①　（略）
②　この場合において、県は、県対策本部に派遣されている国の
職員や自衛隊の連絡員を通じて、円滑な調整を図るとともに、汚
染物質に関する情報を、健康福祉事務所（市保健所）を通じて県
立健康科学研究所、医療機関等と共有する。

(3) 関係機関との連携
①　（略）
②　この場合において、県は、県対策本部に派遣されている国の
職員や自衛隊の連絡員を通じて、円滑な調整を図るとともに、汚
染物質に関する情報を、健康福祉事務所（市保健所）を通じて健
康環境科学研究センター、医療機関等と共有する。

名称変更
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変更箇所 項目名 変更案 現　行 変更の理由

P.168
第３編
第８章
第４節

２

NBC攻撃によ
る災害への対
処

(4) 汚染原因に応じた対応（法107）
①　（略）
ア　核攻撃等の場合　（略）
イ　生物剤による攻撃の場合
（略）また、県立健康科学研究所は、平素から構築した連携体制を
活用しつつ、適切な措置を講じる。

(4) 汚染原因に応じた対応（法107）
①　（略）
ア　核攻撃等の場合　（略）
イ　生物剤による攻撃の場合
（略）また、健康科学研究所は、平素から構築した連携体制を活用
しつつ、適切な措置を講じる。

文言の適正化

P.172
第３編
第９章

１

被災情報の
収集・報告

【県対策本部における調査事項及び調査（報告）系統】
　※別表のとおり（番号30）

【県対策本部における調査事項及び調査（報告）系統】
　※別表のとおり（番号30）

時点修正のため

P.179
第３編
第10章

２

廃棄物の処
理

(2) 廃棄物処理対策
県及び市町は、地域防災計画の定めに準じて、「災害廃棄物対策
指針（改定版）」（平成30年３月環境省環境再生・資源循環局災害
廃棄物対策室）及び「兵庫県災害廃棄物処理計画（改定版）」（令
和６年１月）等を参考としつつ、廃棄物処理体制を整備する。

(2) 廃棄物処理対策
県及び市町は、地域防災計画の定めに準じて、「災害廃棄物対策
指針」（平成26年３月環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部作
成）等を参考としつつ、廃棄物処理体制を整備する。

参照指針の改定等

P.196
第４編

４

県民の権利
利益の救済に
係る手続等

(2) 県民の権利利益に関する文書の保存
①　県は、県民の権利利益の救済の手続に関連する文書（公用令
書の写し、協力の要請日時、場所、協力者、要請者、内容等を記し
た書類等）を、公文書管理規則の定めるところにより、適切に保存
する。

(2) 県民の権利利益に関する文書の保存
①　県は、県民の権利利益の救済の手続に関連する文書（公用令
書の写し、協力の要請日時、場所、協力者、要請者、内容等を記し
た書類等）を、文書管理規則の定めるところにより、適切に保存す
る。

文言の適正化
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